
書式第 12号 (法第28条関係)

令和 3年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 花いっぱい

1 事業の成果

令和 3年度は、コロナ禍の影響によりまったく活動ができなかった。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【  0 】千円)

事 業 報 告 用

定歌に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受盗
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

介護保険法 に
基づ く居 宅サ
ー ビス事業

活動 な し

′ド1雙4呆 l家 法に
基づ く介護予
防サー ビス事
業

砧 動 な し

介護保険法 に
基 づ く居 宅介
護支援事業

活動な し

′トヨ毒t呆 ルミ1薔晏に
基づ く小規模
多機能型居宅
介護事業

活動 な し

障言看 目立又
援 法 に基づ く
障害福祉 サー
ビス事業

混手動 な し

障害者 目立支
援法に基づ く
相談支援事業

活動な し

子育て 。高齢
者・障害者の
家族や本人を
介護保険な ど
の税金を使わ
ずに低料金で
サポー トする
事業

活動な し



お 母 さんの思

哲漠鐵
す活動な し

小 学 生 の 安 全

害管語警呈裏
する事業

■動 な し

0

IT畢 栗 盾動 な し

0

人材開発事業 活動 な し

国際交流早栗 ■動 な し

0

生活 環境 向上
に関する普及
啓発事業

ホ
動
を
成
る
①

②

―ムページを開設 し活
内容を紹介 し意識啓発
図る。またチラシ等を作
し近隣区民に知 らしめ

'機
関紙、各事業に関す

る啓発書の発行__
ホ ー ムペ ー ジ の 開
設・運営

令和 3
4月

法人事務
所

1人 一般区民
不特定多
数

0

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

足款 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場 所
従事者
人数

事業費
(千円)

物品販売 活動な し



書式第 14号 (法第 28条関係)

令和3年度 活動計算書 (その他事業がら1登場合)
1定

事 業 報 告 用

人 い つば い

単位 :円
特定非営利活動に係る事業 その他事業

科 日
金  饉 小計・合計 金  饉 小計・合針

合計

介護保険法に基づく居宅サービス事業収益
介護保険法に基づく介護予防サービス事業収益
介護保険法に基づく居宅介護支援事業収益
介護保険法に基づく小規模多機能型居宅介護事業収益
障害者自立支援法の基づく障害福祉サービス事業収益
障害者自立支援法の基づく相談支援事業収益
子育て弱 を .口4なの2■や本人を介ヨ景いなどの屁会を彙bずに〔料金ですポー トす6=■崚菫

お母さんの息抜きを支援する保育事業収益
小学生の安全な放課後のすごし方を支援する事業収益
IT事業収益
人材開発事業収益
国際交流事業収益

受取補助金

受取利息

4

に

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

1

給料手当
役員報酬
福利厚生費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

1

2

役員報酬
給料手当
福利厚生費

消耗品費
光熱水費・通信費
滅価償却費

62,(2462.924

12124
62.924 62.924

当 -62.91 -62.924

過年度損益修正益

当 C D

-62.924 -02.924

0
-2.558.721
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 花いつぱい

単位 :円 :

2

3

現金預金
未収金
棚卸資産

ｎ

）

ｎ

）

ｎ

）

【A】 資 産 合 計 ①+②

短期借入金 2,621,645

2.621.

2.621.645

-2558721
-62924

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】
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16 28

令和 3年度  計算書類の注配 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 花いっぱい

重要な会計方針

計算書類の作成は、MЮ法人会計基準
(2010年 7月 20日  2017年 12月 13日 最終改正 N"法人会計基準協議会)によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

なし

(2)固定資産の減価償却の方法
なし

(3)引 当金の計上基準
なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
なし

(5)消費税等の会計処理
なし

2.事 業別損益の状況

科 日
介●ユ魔法に墓づく

=宅
サービス事柔

介薔保,法に基づく
介●予防サービス●

彙

介口Fn法に■づ居
宅介●

=口
0■

介●彙晨法に■づく
小規

`夕
●僣里居宅

介饉事秦

暉害者自立支壼法に

こづく暉書●社サー
ビス事秦

Ⅲ書者自立支艘法に
基づく憫■支根事業

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

役員報酬

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費
印刷製本費
消耗品

光熱水費・通信費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



科 目
お母さんの息抜きを
支授する保青事選

小学生の安全を放晨
後のすごし方を支授

する

'薬

l T r,r: 人材田発事業 国豪交凛事秦
生活環■向上に関す

る普及啓発事業
事業武n計

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

Ｆ

】

Ｆ

】

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5_その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

役員報酬

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費
印刷製本費
消耗品
光熱水費・通信費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

科 目 管理

“

門 合計

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

役員報酬
福利厚生費

人件費計
(2)その他経費

会議費

旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費

印刷製本費
消耗品
光熱水費・通信費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

10,544

52,380

0

0

0

0

0

10,544

52,380

62,924 62,924
62,924 62,924

-62,924 -62,924

金額 算定方法内容

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
円 )



内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

合 計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

(単位 :円 )

6.借 入金の増減内訳
:円 )

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単位 :円 )

７

・

:円 )

う
０ その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必

要な事項

事業費と管理費の按分方法

なし

その他の事業に係る資産の状況

なし

科 目 期首取得価額 取得 減 少 期末取得価額 減価償却霜 額 期末帳簿価額

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

合計

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合 計

計算書類に
計上された

金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

科 目

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 花いつぱい

現金預金
手元現金

(1)有形日足責産

(2)抑 定責産

(3)投資その他の資産

固

【A】 資 産 合 計 ①+②

2.621.645
短期借入 の私財 2.621.645

2.621.645流 :

【l

2.621.645【B-11負 債 合 計 ③+④

-2.621.645【B-2】 正 味 財 産 合 ,十 【A】 ― 【B-1】
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書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度年間役員名簿 (●事彙年魔において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は■所菫
びにこれらの者についての■事彙年度における●日の有彙を記●した名暉)

特定非営利活動法人 花い っ ぱ い

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に達反 していません。〈法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該 当者のみに記入)
氏    名

1 筵〕・監事
イノウエ  ヒロフミ 令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

年1   月   日

年  月  日井上 博文

2 理)・ 監事
Itt nli 令和 3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年1   月   日

年 月 日植野 晴美

3 f〕:・ 監事
tx'* tft 令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

年   月   日

午:  月   日鈴木 万知子

4 理事・⊆凛
キシタ

゛
  ツトム 令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

年

年

月

月

日

日岸田 勉

5 理事・監事

年

年

月   日

月 日

今=   月   日

年1   月   日

6 理事・監事

年   月  日

年  月  日

年:   月   日

年  月  日

7 理事 。監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

8 理事・監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年:   月   日

10 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年   月 日

日年  月



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 花いっぱい

氏   名

1
井 上 博 文

2 中 田 賢 司

3 井 上 隆 子

4 鈴 木 万 知 子

5
滝 田 幸 子

6 中 田 望

7 堀 尾 悦 子

8 高 野 佳 子

9 岸 田 智 子

10
植 野 晴 美

11
岸 田   勉

12


